
費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★国民健康保険特別 ○国民健康保険の概要

　会計 　・加入世帯及び被保険者数

　国保1世帯当たりの被保険者数(年度平均)…1.48人

　・国民健康保険で負担した医療給付費

※医療給付費…医療費のうち三島市が支出した、療養給付費、療養費、

　　　　　　　高額療養費、高額介護合算療養費、移送費の合計。

※1人当たり医療給付費…医療給付費を年度平均被保険者数で除したもの。

01款 総務費　　　　　　　 

 02項 徴税費　　　　　　 

  01目 賦課徴収費　　　　 

46,653,555円

○保険税の状況 ※収納額に還付未済を含まない。

　・全体の収納状況

　・医療給付費分の収納状況

 

 

　・後期高齢者支援金分の収納状況

 

退職被保険者

 総　数

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金

△ 452

被
保
険
者

 総　数

(単位　円、％) 

　 1世帯当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額　28,988円　前年度比3.73%減

　 1人当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額 　 19,545円　前年度比1.97%減

△ 452 28.28

0 0

混合世帯

△ 3.10

そ の 他

 総　数 21,605

(単位　円、％) 

決　算　額

(前年度増減)

(前年度比) (前年度比)

一般世帯 14,567

退職被保険者 0

市 債

　 1人当たりの保険税(医療給付費分)調定額  　 　75,287円　前年度比1.81%減

区 分

19.46 △ 0.94

(前年度比)

(単位　世帯･人、％、ポイント) 

滞納繰越 275,680,010

被
保
険
者

現 年 度

△ 1,079

334,883 1.74

一般被保険者 21,605 △ 1,079

退
職

単独世帯

0

0

調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

(単位　　円) 

△ 3.10 334,883 1.74

1人当たり
医療給付費

医療給付費

18,224,311 2,871,711 41,744,842

(単位　円、％) 

△ 1.23

86.13

－

1,638,456,037

65,048,098 96.00

14,351,640 249,441,133

未 収 額

14,322,314 184,393,035 27.92

7,235,137,093

87.30

 　後期高齢者支援金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　前年度比0.10ポイント減

合 計 1,902,248,810

0

422,263,800 405,273,311 8,474

　 医療給付費分の現年度と滞納繰越の合計収納率　　 前年度比0.18ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(医療給付費分)調定額　　111,661円　前年度比3.58%減

一般被保険者 7,235,137,093

0

合 計 2,642,109,735 2,266,887,515 19,557,917 355,664,303

389,198,835 108,240,553 19,520,117

現 年 度

26,356,392 317,163

区 分 調 定 額

261,438,165 27.81

収 納 率

14,567

85.80

485,104,664

－ －

423,497,622 2,880,185 58,726,857

29.00

2,252,910,900 2,158,646,962 37,800 94,226,138 95.82

16,982,015 95.98

滞納繰越 62,840,864

合 計

1,626,568,800 1,561,491,376 29,326現 年 度

調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

　 現年度と滞納繰越の合計収納率　　　　　　　　 　前年度比0.11ポイント増

　 1世帯当たりの保険税調定額(現年度分、以下同様) 154,659円　前年度比3.48%減

　 1人当たりの保険税調定額(現年度分、以下同様)　 104,277円　前年度比1.71%減

加入数
(年度平均)

世

帯

(単位　円、％) 

滞納繰越

区 分

46,653,555 19,980,000

76,964,661

収 納 額 不 納 欠 損 額

市内全体に
占める加入率
(年度末時点)
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・介護納付金分の収納状況

 

 

○コンビニエンスストア等収納代行業務

　　令和4年4月から既存のスマートフォン決済に｢auPAY｣、｢d払い｣、｢J-

　Coin」による納付サービスを追加した。

　・コンビニエンスストア等収納代行業務委託 円

(取扱件数)

○預金調査電子化業務

　・預金調査電子化業務委託 円

　　取扱件数(一般会計分含む)　66金融機関　8,420件

02款 保険給付費　　　　　 

 01項 療養諸費　　　　　 

  01目 一般被保険者療養　 

       給付費　　　　　　 

6,271,641,914円 ○一般被保険者療養給付 円

 

 

 

  03目 一般被保険者療養　 

       費

60,842,944円

○一般被保険者療養費支給 円

合 計 254,756,261

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額

(単位　　件) 

滞納繰越 50,677,961 13,051,581 2,326,092 35,300,288

204,933,856 2,326,092 47,496,313 80.44

　 介護納付金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　 　前年度と同率

　 1世帯当たりの保険税(介護納付金分)調定額　　 36,229円　前年度比1.67%減

　 1人当たりの保険税(介護納付金分)調定額  　　 31,363円　前年度比1.11%減

現 年 度 204,078,300 191,882,275

607,310

国 民 健 康 保 険 税

税　目 コンビニ

25.75

2,737,262

(　)の件数は診療費に含まれる

決　算　額
特　　定　　財　　源

110

242,396 6,877,975,910

1,394,587,232

訪 問 看 護

食 事 療 養 (4,502) 130,837,529

64,530,140

合 計

収 納 率

826

354

(単位　　円) 

34,706

モバイルレジ
クレジット

06,271,641,914

0 12,196,025 94.02

(単位　　円) 

6,271,641,914

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額

モバイルレジ

一 般 財 源
国・県支出金

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

60,842,944

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額

60,842,944 60,842,944 0

決　算　額

スマートフォン

決済アプリ

237 476 3,332 38,751

7,187,437

柔 道 整 復 師

診 療 費

384,564 8,467,930,811

補 装 具 176

9,147,905

は り ･ き ゅ う

6,271,641,914

1,097,810

合 計 7,997 83,085,205

市 債 そ の 他

調 剤 141,342

特　　定　　財　　源

あ ん 摩 ･ マ ッ サ ー ジ

診 療 費 334 12,659,192

7,023 52,992,861

合　計

(単位　円、％) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 高額療養費　　　　 

  01目 一般被保険者高額　 

       療養費　　　　　　 

901,814,453円

○一般被保険者高額療養費支給 円

　　支給件数　16,362件

 04項 出産育児諸費　　　 

  01目 出産育児一時金　　 

15,646,177円

○出産育児一時金支給 円

　　支給件数　37件 　1人当たりの限度額 420,000円

 05項 葬祭諸費　　　　　 

  01目 葬祭費　　　　　　 

8,150,000円

○葬祭費支給 円

　　支給件数　163件　1件当たり  50,000円

 06項 傷病手当諸費　　　 

  01目 傷病手当金　　　　 

1,254,230円

○傷病手当金支給 円

　　支給件数　34件

03款 国民健康保険事業費　 

　　 納付金  

 01項 医療給付費分  

  01目 一般被保険者医療  

       給付費分　

○一般被保険者医療給付費分事業費納付金 円

2,162,841,326円

  02目 退職被保険者等医  

       療給付費分　

471,201円

○退職被保険者等医療給付費分事業費納付金 円471,201

決　算　額

市 債 そ の 他

(単位　　円) 

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

決　算　額
特　　定　　財　　源

国・県支出金

(単位　　円) 

(単位　　円) 

1,254,230 1,152,000

10,430,784 5,215,39315,646,177

そ の 他

471,201

市 債 そ の 他

一 般 財 源

471,201

0

そ の 他

139,287,787 484,350,526

市 債

901,814,453

8,150,000

国・県支出金

そ の 他

2,162,841,326

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金

一 般 財 源

(単位　　円) 

(単位　　円) 

決　算　額

1,539,203,013

特　　定　　財　　源
一 般 財 源決　算　額

市 債

102,230

(単位　　円) 

8,150,000

2,162,841,326

901,814,453

国・県支出金

そ の 他

8,150,000

1,254,230

15,646,177

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

901,814,453

市 債

国・県支出金

国・県支出金 市 債
決　算　額

特　　定　　財　　源
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 後期高齢者支援金　 

      等分　　  

  01目 一般被保険者後期

       高齢者支援金等分

704,372,771円 ○一般被保険者後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

  02目 退職被保険者等後  

       期高齢者支援金等

       分

67,480円

○退職被保険者等後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

 03項 介護納付金分  

  01目 介護納付金分  

257,639,264円

○介護納付金分事業費納付金 円

05款 保健事業費　　　　　 

 01項 保健事業費　　　　 

  01目 保健衛生普及費　　 

 

6,380,134円

○医療費通知発送事業

　　令和4年1月～12月受診の保険診療分の医療費を年6回に分けて通知

　　　通知件数　　93,897件

○後発医薬品差額通知発送事業

　　後発医薬品がある医薬品を使用している方へ、後発医薬品に変更した

　場合の医療費削減額を年2回通知

　　　通知件数　　 2,192件

 02項 特定健康診査等事　 

      業費　　  

  01目 特定健康診査等事　 

       業費　  

131,661,160円 ○健康診査・指導

　　被保険者の生活習慣病予防のため、40歳～74歳の人を対象に特定健康

　診査及び特定保健指導を、35歳～39歳の人を対象に健康診査及び保健指

　導を実施した。

257,639,264

そ の 他

決　算　額

そ の 他
一 般 財 源

国・県支出金

市 債

国・県支出金 市 債 そ の 他

市 債 そ の 他

67,480

157,467,632

704,372,771

51,513,396 78,431,764

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

257,639,264 251,135,330 6,503,934

546,905,139

そ の 他

市 債

一 般 財 源

市 債

一 般 財 源
国・県支出金

(単位　　円) 

(単位　　円) 

国・県支出金

6,380,134

決　算　額
特　　定　　財　　源

決　算　額
特　　定　　財　　源

(単位　　円) 

(単位　　円) 

57,504

(単位　　円) 

9,976

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

0

704,372,771

1,716,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

6,380,134

67,480

国・県支出金

131,661,160
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・特定健康診査(40歳～74歳)

人 人 %

　・特定保健指導(40歳～74歳)

人 人 %

人 人 %

人 人 %

　・健康診査(35歳～39歳)

人 人 %

　・保健指導(35歳～39歳)

人

人

人 人 %

・人間ドック

人 人 人 人

※脳ドック(人間ドックと併せて実施)

　対象者…40歳～74歳で年度末年齢が偶数の被保険者

　・特定健診未受診者勧奨等業務委託 円

　　特定健康診査の受診率向上を目的に、データ分析及び未受診者に対す

　　る受診勧奨通知の送付を委託した。

　　　通知件数　　13,296件

06款 基金積立金　　　    

 01項 基金積立金　　   

  01目 基金積立金  

 

70,875,200円

○基金積立金の状況

4,302,425

9 100.0

市 債

利用者数 利用率

35歳未満 35～39歳 (うち脳ドック)

12,960 70,862,240

5 7

積極的支援 132 62 47.0

70,875,200 103,171,176 521,676,322

合　　計 9

40歳～74歳

人

637

動機付け支援 505 269

7,242 (412人) 41.0

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

面　　接

受診率

778

電　　話

(単位　　円) 

受診者数合計

対象者数 受診者数 (うち人間ドック) 受診率

事業名 対象者数

17,653

70,875,200

決　算　額

1

国・県支出金

12.3

事業名 対象者数 利用者数 利用率

331 52.0

対象者数

合　　計

8

53.3

そ の 他

令 和 ４ 年 度末

基 金 現 在 高

412 (78人) 424

減 基 金 現 在 高

三島市国民健康保険
運営基金

553,972,298

(7人)

(単位　　円) 

96

増

受診者数 (うち人間ドック)

名 称
令和３年 度末

9

令和４年度中の増減額
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★介護保険特別会計 ○介護保険の概要

　　わが国の高齢期を支える制度として定着した介護保険制度は、平成12

　年施行時以来、サービスの提供基盤が急速に整備された。

 　 平成12年度末の65歳以上の高齢者数17,814人(高齢化率15.9%)に対し、

　令和4年度末は32,294人と増加の上、高齢化率は30.3%と3割を超えており、

　介護保険サービスを受けられる要介護･要支援認定者数は、制度の浸透や

　後期高齢者の増加に伴い、平成12年度末の1,721人に対し、令和4年度末

　は5,015人と約2.9倍に増加した。

　　このため、介護保険サービスの給付費が大幅に増加し、平成12年度の

　2,119,473千円に対し、令和4年度の給付額は7,971,610千円と約3.76倍

　の増加となった。

　　第8期介護保険事業計画の基本理念に掲げた｢地域共生社会の実現と健

　康寿命の延伸｣に基づき、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと自立し

　た生活を送ることができるよう、各サービスの質と量の確保を図るとと

　もに、介護予防施策を推進し、高齢者の自立支援と要介護状態の重度化

　防止に努めた。

　　また、地域共生社会の実現に向け、総合的な認知症施策や在宅医療･

　介護の連携の積極的な展開を図った。

01款 総務費

 01項 総務管理費  

  01目 一般管理費  

103,087,891円

○地域密着型サービス事業 円

　　要介護者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域密着型サービスが

　地域に根ざして普及･定着するよう、地域密着型サービス事業所を指導

　した。また、地域密着型サービス運営懇話会を開催し、サービスの質の

　確保等について意見交換を実施した。

　　　開催回数　2回

○介護保険システムの改修

　　令和4年10月の介護保険報酬改定等に伴い、必要な介護保険システム

　の改修を行った。

　　　介護保険保険者システム改修業務委託 円

 02項 徴収費

  01目 賦課徴収費　　　　 

 

8,099,512円

○保険料の状況(年間保険料額)

231,350

所得段階 保険料

1,595,000

26,100円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額(課税年金に係
る所得を除く)＋課税年金収入額が80万円より多く120万円以下

第3段階 40,600円

第4段階

第2段階

決　算　額

7,868,162

世帯全員が住民税非課税で、第1段階及び第2段階以外

52,200円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税
で前年の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税年金
収入額が80万円以下

137,577

(単位　　円) 

所　得　区　分

第1段階 17,400円

・生活保護の受給者
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者又は前年
　の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税年金収
　入額が80万円以下

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

8,099,512

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

103,087,891 907,000 101,982,891 198,000
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 03項 介護認定費

  01目 介護認定審査会費

15,109,900円

○認定審査会の状況

　　要介護･要支援認定の申請を受け、審査判定を行うため、月･火･金曜

　日、または、月･水･金曜日の週3回介護認定審査会を開催した。

　　令和4年度は、介護認定審査会を135回開催し、3,657件の申請につい

　て認定を行った。

　　　認定結果

1,859,684,000 1,850,437,000 0

15.2%

118,900円

普通徴収 142,888,600 133,641,600

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税
で第4段階以外

第6段階

347

760

第11段階

0 9,247,000 93.53

小 計

要 介 護 2 536 14.7%

要 介 護 3 477 13.0%

要 介 護 4 537 14.7%

要 介 護 5 380 10.4%

合    計 3,657 100.0%

16.70

9,247,000

特別徴収 1,716,795,400 1,716,795,400 0 0 100.00

75,400円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上
200万円未満

6,341,950 16,870,450

58,000円

20.8%

9.5%

要 介 護 1

保険料 所　得　区　分

63 1.7%

要 支 援 1 557

99.50

滞納繰越分 27,864,600 4,652,200

不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

現
年
分

第9段階

第5段階

63,800円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未満

第7段階 72,500円

89,900円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上
300万円未満

第10段階

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以上
190万円未満

第8段階

101,500円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が300万円以上
500万円未満

合 計 1,887,548,600 1,855,089,200 6,341,950 26,117,450 98.28

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

15,109,900 15,109,900 0

(単位　件) 

項　　目 件  数 構  成  比

非 該 当

所得段階

収 納 額区 分 調 定 額

要 支 援 2

(単位　円、％) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 認定調査費

58,014,459円

○認定調査事業 円

　　要介護･要支援認定の申請者に対して、訪問調査を実施した。また、

　認定審査のための主治医意見書を取り寄せた。

　　令和4年度の申請件数は、新規申請1,278件、更新申請2,858件、区分

　変更申請725件、認定済転入等申請52件の計4,913件であった。

訪問調査実施件数

 04項 運営懇話会費  

　01目 運営懇話会費  

 

363,435円

○運営懇話会事業 円

　　｢第９次三島市高齢者保健福祉計画・第８期三島市介護保険事業計画｣

　(令和3年度から令和5年度)に掲げている事業の進捗状況に関して、三島

　市高齢者保健福祉及び介護保険運営懇話会を開催し、検討を行った。

　　　書面開催回数　2回

02款 保険給付費

 01項 介護給付費　　　　 

  01目 介護サービス費　　 

7,728,603,987円

○居宅介護サービス費

 

 

 

(単位　件、円) 

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

58,014,459 58,014,459 0

58,014,459

主治医意見書作成件数 3,788件

短期入所療養介護
(介護老人保健施設)

536 47,168,460

一 般 財 源

4,061 269,188,325

短期入所生活介護 3,460 362,730,108

そ の 他

27,033

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

8,157,057

住宅改修 214 20,218,145

国・県支出金 市 債

2,118

11,681 80,443,805

通所介護 12,134 948,873,360

244,356,873

居宅介護支援

3,655件 (うち、委託43件･嘱託依頼8件)ほか受託10件

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

特定福祉用具販売 279

10,600

福祉用具貸与 18,322

697 42,874,135

訪問看護 4,783 172,769,467

そ の 他

383,784,553

合　　　計 96,772 3,977,519,478

363,435 0

363,435

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

特定施設入居者生活介護
(短期利用型含む)

7,728,603,987 2,781,208,741

25,939,144

3,313,940,332 1,633,454,914

項　　　目

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

448,872,766

922,143,280

訪問入浴介護

訪問介護

利用件数 保険給付額

通所リハビリテーション

363,435

居宅療養管理指導

訪問リハビリテーション 854
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○地域密着型介護サービス費

 

○施設介護サービス費

 

○高額介護サービス費 件 円

○特定入所者介護サービス費 件 円

 02項 介護予防費　　　　 

  01目 介護予防サービス  

　  　 費  

243,006,422円

○介護予防サービス費

(単位　件、円) 

(単位　件、円) 

51,939,623413
定期巡回･随時対応型
訪問介護看護

5,366 141,877,288

1,965 173,226,932

合　　　計

456

訪問看護

243,006,422

項　　　目 利用件数

5,084,844

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション 2,667

福祉用具貸与 6,177 40,062,425

特定福祉用具販売 109 2,544,885

79,576,362

住宅改修

1,138 127,964,947

小規模多機能型居宅介護

(単位　件、円) 

1,141

認知症対応型共同生活介護 1,836 478,438,137

地域密着型介護老人福祉施設 239 60,050,516

認知症対応型通所介護

16,684

項　　　目 利用件数 保険給付額

合　　　計 20,020 241,554,982

短期入所生活介護 123 4,658,269

短期入所療養介護
(介護老人保健施設)

4

8,879

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

88,162,107

地域密着型通所介護

51,359,862

187,162

特定施設入居者生活介護 394 26,324,375

87,448,081

保険給付額

訪問入浴介護 12 109,588

28,562,655

訪問リハビリテーション 185

(単位　　円) 

127 11,436,348

介護予防支援 8,340 38,543,414

104,198,479

4,464,655

項　　　目

741

6,047 979,782,262

介護医療院 321 102,655,785

2,409,966,697

966,574,062

合　　　計

219,458,262

利用件数 保険給付額

介護老人福祉施設 5,187 1,340,736,850

介護老人保健施設 3,371
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○地域密着型介護予防サービス費

○高額介護予防サービス費 件 円

○特定入所者介護予防サービス費 件 円

 03項 その他諸費　　　　 

  01目 審査支払手数料　　 

 

6,345,847円

○審査支払手数料 円

　・国保連審査支払業務手数料 円

　・償還払給付額管理処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費対象者抽出処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費給付判定結果処理委託手数料 円

　・介護保険統計資料作成処理事務手数料 円

　・第三者行為求償事務手数料 円

03款 地域支援事業費

 01項 介護予防・日常生

　　　活支援総合事業費

  01目 介護予防・生活支

　　　 援サービス事業費

○介護予防・生活支援サービス事業 円

194,793,793円 　・国保連審査支払業務手数料(総合事業分) 円

　・介護予防・生活支援サービス業務委託

○その他負担金

　・介護予防・生活支援サービス費負担金 円

　  高額介護予防サービス費相当事業 円

　  高額医療合算介護予防サービス費相当事業 円

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・訪問型サービス事業費補助金 円

　　訪問型サービスB(住民主体による支援方式)によるサービス提供のう

　　ち、サービス単価の伴わない実施主体(自治会、NPO等)に対し、事業

　　費の一部を支援した。　

　　　交付実績　1団体　　

市 債

事業給付額

100,000

27 153,495

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

174,362

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

認知症対応型通所介護

652,982

193,881,865

811,928

利用人数

訪問型サービスB

項　目

174,966

13,934

5,832

3,564

636,962

(単位　　円) 

(単位　件、円) 

(単位　件、円) 

(単位　人、円) 

利用件数

延べ70

通所型サービス

項　　目

111,248,220

119,406,005

193,525,128

合　　　計 25 1,123,583

72

決　算　額
特　　定　　財　　源

小規模多機能型居宅介護 13

20,436,871

53,682,252

そ の 他

12 470,601

そ の 他

194,793,793

介護予防ケアマネジメント

一 般 財 源
国・県支出金

6,345,847 2,160,747 2,778,596 1,406,504

6,345,847

6,004,426

27,925

58,960

58,116

20,000

176,420

4,538

合　　計

訪問型サービス

246,540

110,197

項　　　目 利用件数 保険給付額

金　額

76,012,839 7,532,734
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 一般介護予防事業

       費

13,292,353円

○一般介護予防事業（地域包括ケア推進課） 円

　・介護予防普及啓発事業

　・地域介護予防活動支援事業

　　地域における住民主体の介護予防活動の育成･支援を行った。

　　　参加者　531人

　・地域リハビリテーション活動支援事業手数料 円

　　地域における介護予防の取組の機能強化を目的に、住民運営の通いの

　　場(地域サロン等)や体操を普及するボランティア育成のための講座に

　　リハビリテーション専門職を派遣した。

　　　リハビリテーション専門職派遣延人数　39人

○一般介護予防事業（健康づくり課） 円

　・介護予防普及啓発事業

 02項 包括的支援事業・  

　 　 任意事業費  

　01目 地域包括支援セン  

　  　 ター運営事業費

138,573,905円 ○地域包括支援センター運営事業 円

　　高齢者の心身の健康保持及び生活安定のために必要な援助を行うこと

　により保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するため、市内5

　圏域(三島南、三島北、北上、錦田、中郷の5地区)に地域包括支援セン

　ターを設置し、総合相談支援、権利擁護及び包括的･継続的ケアマネジ

　メント支援の各業務を実施した。

介護予防資料等の
配布

脳トレ問題や介護予防に関する資料を配
布するとともに、通いの場マップ、市の
講座情報資料を作成し配布した。

高齢者を対象に、介護予防に対する基本
的な知識を普及するため、有識者等によ
る講演会や教室、相談会等を開催した。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

回 数 人 数

3,236

(単位　回、人) 

市 債

79,505,376

2,658

138,573,905

内　　　　　　　　容

284

221,440

内　　　　　　　　容

(単位　回、人) 

国・県支出金

高齢者健康相談会
(出前健康講座･相談)

(単位　　円) 

介護予防教室等

種　　　別

そ の 他

13,292,353 6,010,884

5

老人クラブ等からの依頼により、健康
チェックや寝たきり予防等の健康管理に
ついての相談指導を実施した。
※上記高齢者健康教育と同時開催もあり

6 13

高齢者健康教育
(出前健康講座)

老人クラブ等から依頼を受け、老後にお
ける健康の保持･増進、寝たきり予防、認
知症予防等についての健康講座を実施し
た。

24

種　　　別

6,624,949

(単位　　円) 

国・県支出金 市 債 そ の 他
一 般 財 源

555

29,042,273 30,026,256

94,626,846

回 数 人 数

決　算　額
特　　定　　財　　源

656,520

88,107

13,204,246
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・地域包括支援センター運営懇話会

　　地域包括支援センターの適切、公正かつ中立な運営確保のため、

　　地域包括支援センター運営懇話会を開催した。

　　　開催回数　　2回

　・地域包括支援センター運営委託　 　 円

　　市内4地区において地域包括支援センターの設置運営を委託した。

　

　・地域包括支援センター三島(直営)

　　　相談件数3,250件 　相談実人数609人

　02目 任意事業費

 

13,449,467円  

○家族介護教室事業 円

　　要介護高齢者を介護する家族等に対し、介護知識や技術を習得するた

　めの教室を開催した。

　・家族介護教室

　　　報償費　 15,000円

　　　委託料　385,900円

○認知症高齢者見守り事業（地域包括ケア推進課） 円

　　行方不明になる可能性のある認知症等高齢者の行方不明時の早期発見･

　保護のため、身元不明者保護情報共有サービス用QRコード圧着シール及

　びキーホルダーを配付したほか、認知症を正しく理解し認知症の人とそ

　の家族を支える｢認知症サポーター｣を養成･育成した。

　・認知症高齢者等見守り登録事業　

　　　累計登録者数　145人

　・認知症サポーター事業

　　　養成講座開催回数　18回、養成人数　404人

○家族介護継続支援事業 円

　　介護認定要介護度3以上の在宅で寝たきりの高齢者を介護している市

　県民税非課税世帯の対象者に対し、紙おむつを給付した。

　　　利用実人数　39人　　

○成年後見制度利用支援事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者の成年後見人等の報酬費

　用を支援した。

      報酬付与件数　10件

21,933,208 476

261,358

中郷 社会福祉法人　静和会 22,306,000 3,279 445

相談実人数

三島北 社会福祉法人　ウェルネスケア 20,516,600 4,571

医療法人社団　志仁会

(単位　円、件、人) 

378

北上 3,069

87,061,808

地区

87,468円

346

2,907,226

412,015

一 般 財 源
そ の 他

2,844,307

(単位　　円) 

独立行政法人地域医療機能
推進機構 三島総合病院

錦田

1,645合　　計

市 債

13,449,467

1,342,413

委　託　先 金　額 相談件数

決　算　額
特　　定　　財　　源

7,697,934

14,83087,061,808

173,890円

3,91122,306,000

国・県支出金

1,660,962
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○福祉用具・住宅改修支援事業 円

　　住宅改修理由書作成手数料　　46件×2,200円

○地域自立生活支援事業（介護保険課） 円

　・介護サービス相談員報酬 円

　　　6,000円×(7人×9回、1人×8回)(定例会)、6,000円×61回(活動費)

○介護給付等費用適正化事業 円

　・介護給付費通知　　対象者　2,715人

　・ケアプラン指導研修業務委託 円

　　　研修実施回数　6回

○地域自立生活支援事業（福祉総務課） 円

　・一人暮らし高齢者等給食サービス事業委託 円

　　食生活の改善と安否の確認を目的として、市内の高齢者に昼食サービ

　　スを提供した。

　　　個人負担金 380円　 7,296食

　・高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業委託 円

    市営加茂住宅Ａ棟(18戸)に居住する高齢者を対象に生活援助員を派遣

 　 し、生活指導や安否確認、緊急時の対応等のサービスを提供すること

 　 により、安全かつ快適な生活を営めるよう支援した。

　03目 包括的支援事業費

 

20,382,119円  

○認知症初期集中支援推進事業 円

　　認知症サポート医と医療･介護の専門職で構成される認知症初期集中

　支援チームを設置し、必要な医療や介護サービス等につながるよう訪問

　支援及び検討会議を行った。また、ファイブ･コグ(脳の元気度チェック)、

　もの忘れ相談を実施し、認知症の早期発見及び普及啓発を行った。

　・認知症初期集中支援チーム医謝礼 円

　　　認知症初期集中支援チーム員会議　　　開催回数 12回

　　　認知症初期集中支援チーム検討委員会　開催回数  2回

○認知症地域支援・ケア向上事業 円

　  認知症の人とその家族への相談支援や支援体制を構築する役割を持つ

  認知症地域支援推進員を2人雇用し、認知症の人が在宅生活を継続でき

　るよう相談支援を行った。また、認知症カフェを市内5地区(うち4地区

　は委託)で開設した。

　・相談件数　340件

　・認知症ケアパス、ケアラー手帳の発行 円

　・認知症カフェ事業委託(4カ所) 円

○在宅医療・介護連携推進事業 円

　　高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで生活できる体制を構築する

　ため、在宅医療介護連携推進会議及び研修会等を開催した。また、医療

　介護連携センターを三島市医師会に委託し、在宅医療コーディネーター

　による医療に関する相談支援を行った。

　・在宅医療介護連携推進会議　開催回数 2回

　・入退院支援検討部会　　　　開催回数 3回

　・多職種連携研修会　　　　　開催回数 1回

　・医療介護連携センター運営業務委託 円

      相談件数　　114件

4,167,23011,769,849

2,892,480

793,276

101,200

792,000

416,418

100,000

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

20,382,119

決　算　額
特　　定　　財　　源

3,800,000

940,000

8,371,625

2,418,000

4,445,040

378,817

240,000

5,702,790

(単位　　円) 

229,882

4,177,610
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○生活支援・介護予防サービス基盤整備事業 円

　　日常生活上の支援体制の充実･強化及び高齢者の社会参加の推進を一

　体的に行っていくことを目的とし、第1層生活支援コーディネーターを

　1人雇用し市内全域を担当するとともに、社会福祉協議会への委託にて

　各日常生活圏域に第2層生活支援コーディネーターを配置した。また、

　地域課題について話し合う介護予防･生活支援体制整備推進協議会を開

　催した。

　　　第1層生活支援コーディネーター 1人

　　　第1層介護予防･生活支援体制整備推進協議会　開催回数 2回

　・生活支援コーディネート業務委託 円

　　　第2層生活支援コーディネーター　5人

　　　第2層介護予防･生活支援体制整備推進協議会延べ開催回数 15回

○地域ケア会議推進事業 円

　　多職種協働により個別事例を検討して地域課題を抽出し、その課題を

　地域づくりや政策形成に結びつけるため各種地域ケア会議を開催した。

　　　地域ケア会議　46回

○認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 円

　　認知症の人が地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、認知

　症の人やその家族をつなぐチームオレンジの活動をチームオレンジコー

　ディネーターが支援した。

　　　チームオレンジ設置数　1チーム

　　　チームオレンジコーディネーター 3人

　　　チームオレンジ連絡会実施回数　12回

 03項 地域支援事業・

　 　 市単独任意事業費

　01目 地域支援事業・

　  　 市単独任意事業費

76,896円 ○地域支援事業・市単独任意事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者等の成年後見制度利用の

　諸手続を行った。

04款 基金積立金　　　　　　

 01項 基金積立金　　　　　

  01目 基金積立金　　  

71,013,382円

○基金積立金の状況

0

(単位　　円) 

585,813,863 71,013,382 180,484,000 476,343,245

令 和 ４ 年 度末

基 金 現 在 高
名 称

令和３年 度末 令和４年度中の増減額

(単位　　円) 

増 減 基 金 現 在 高

5,500,000

39,534

179,275

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

76,896

国・県支出金 市 債

76,896 76,896

9,750,093

70,999,083

(単位　　円) 

そ の 他
決　算　額

決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

三島市介護保険運営
基金

71,013,382 14,299
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

06款 諸支出金 　

 01項 償還金 　

  01目 償還金  

77,941,620円

○償還金の状況

　　令和3年度介護保険事業費等の精算に伴う国･県･社会保険診療報酬支

　払基金からの超過受入額返還金

　・令和2･3年度介護保険料還付未済等に係る過誤納還付金　

 02項 繰出金 　

　01目 一般会計繰出金 　

 

64,583,594円

○一般会計繰出金の状況

　　令和3年度介護保険事業費等の精算に伴う一般会計からの超過受入額

　返還金の繰出しを行った。

　　　給付費分 円

　　　地域支援事業分 円

　　　低所得者保険料軽減事業分 円

　　　事務費分 円

1,636,200

77,917,629

17,186,488

10,180,450

介 護 保 険 課 10,846,375

地域包括ケア推進課 6,830,896

介 護 保 険 課 10,043,945

地域包括ケア推進課 11,214,568

11,585,926

26,457,660

35,580,456

区　　分 金　額

国 費 返 還 金 38,043,586

県 費 返 還 金 17,677,271

支 払 基 金 返 還 金

決　算　額

過 誤 納 還 付 金

(単位　　円) 

(単位　　円) 

国・県支出金 市 債 そ の 他

(単位　　円) 

金　額

(単位　　円) 

64,583,594

国・県支出金 市 債 そ の 他

4,830

21,258,513

決　算　額

64,578,764

特　　定　　財　　源

962,250

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

23,991

一 般 財 源

地域包括ケア推進課

介 護 保 険 課

77,941,620

合　　計 76,979,370

区　　分
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★後期高齢者医療特別 ○後期高齢者医療特別会計の概要

　会計 　　県内の全市町が参加する静岡県後期高齢者医療広域連合を運営主体と

　した、独立した後期高齢者医療制度(加入者は75歳以上と一部の障がい

　を持った人)を平成20年度から実施。　

　　制度改正により令和4年10月1日から現役並み所得者(窓口負担割合3割)

　を除き、一定以上の所得がある方は医療費の窓口負担割合が2割になっ

　た。

　　医療機関等での本人の一部負担金を除く後期高齢者医療費の財源構成

　は公費5割(国4/12、県1/12、市1/12)、支援金4割、保険料1割となって

　おり、この内、市の特別会計へ納付された保険料及び保険料軽減額に対

　する市県負担金(保険基盤安定負担金)を広域連合へ納付した。

01款 後期高齢者医療広域  

　　 連合納付金

 01項 後期高齢者医療広  

　　　域連合納付金

  01目 後期高齢者医療広

　　　 域連合納付金 ○保険料の状況

　・賦課の状況(現年)

1,567,317,891円

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 

・現年度1人当たりの保険料調定額(過年度分を除く)　72,649円

○広域連合への納付状況

　・保険料等納付金　1,322,898,800円(3月末までに収納された保険料等)

　・令和4年度分保険料等納付金　2,766,350円(4～5月に収納された前年

　　度保険料等)

　・保険基盤安定額納付金　241,551,941円

　　7割、5割、2割軽減分、被扶養者軽減分の3/4を県、1/4を市負担で広

　　域連合に納付 

　　　県負担分　181,163,956円　　市負担分　60,387,985円

18,295

4,4857 2,297426 439

△ 553

合　計 1,343,621,900 1,333,675,350 245,750 9,700,800 99.26

区 分

決　算　額
特　　定　　財　　源

5割減
(被扶養者)

均 等 割
軽 減 無 し 合 計

7,642,100 2,384,000

1,567,317,891 0

    (単位　　人) 

(うち過年度) 6,863,100 6,133,000 0 730,100 89.36

小 計 1,335,979,800 1,331,291,350 0 4,688,450 99.65

滞 納 繰 越 分 245,750 5,012,350 31.20

特 別 徴 収

普 通 徴 収

1,567,317,891

2,655 40

普通徴収 488,210,100 483,521,650

0 100.00

△ 151

0 4,688,450 99.04

   (単位　円、％) 

調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

7,272

内 併 徴 者

1,987

847,769,700 0

△ 135 △ 5 △ 630 △ 1,474

1,316

特別徴収 847,769,700

5,578 1,712 2,351

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

(単位　　円) 

区 分

38 5,605 15,284

6,341合 計

7割減 5割減 2割減
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★墓園事業特別会計 ○墓園事業の概要

　　墓参に来られる方々が気持ちよくお参りできるよう、園内の草刈りや

　整枝剪定等による維持管理と、各種申請手続き及び台帳管理等を行った。

○墓園事業収入

　・年間管理料

　　　　5,650円 × 713区画 = 4,028,450円

　　　　3,295円 × 　7区画 =    23,065円

　・永代使用料

　　　200,000円 ×   7区画 = 1,400,000円

　・墓所使用承認証再発行手数料

　　　　  300円 ×  23件　 =     6,900円

　・年間管理料督促手数料

　   　　　50円 ×  30件　 =   　1,500円

01款 墓園事業費

 01項 墓園事業費

  01目 墓園管理費

7,720,584円

○墓園管理事業

墓園共有区画中低木伐採492,800園内支障木伐採業務委託

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

国・県支出金

7,720,584 7,720,584

一 般 財 源

(単位　　円) 

市 債 そ の 他

樹木等管理委託　

公園等管理業務委託

7,720,584

施設修繕

事　業　名

合　　計

会議研修等負担金

その他維持管理経費

36,000

394,290

1,408,000

1,366,200

4,023,294

事　業　費

樹木剪定、急傾斜地草刈

草取り、清掃等

石張舗装修繕、通路拡幅舗装修繕
等

事　業　概　要
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★駐車場事業特別 ○中央駐車場概要

　会計 　・名　称　　　　　三島市営中央駐車場

　・所在地　　　　　三島市中央町1番8号

　・構　造　　　　　地上5階6層

　・形　式　　　　　自走式立体駐車場

　・収容台数　　　　269台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　平成6年8月14日

○中央駐車場収入

(　)はR3実績

○三島駅南口駐車場概要

　・名　称　　　　　三島市営三島駅南口駐車場

　・所在地　　　　　三島市一番町16番1号

　・形　式　　　　　自走式平面駐車場

　・収容台数　　　　365台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　令和3年4月1日

○三島駅南口駐車場収入

(　)はR3実績

01款 駐車場事業費

 01項 駐車場事業費  

  01目 駐車場管理費  

48,647,733円

○中央駐車場管理事業 円

事　業　名

市営中央駐車場受変電
設備機器の更新修繕

市営中央駐車場南側
ブロック塀撤去修繕

市営中央駐車場屋上
区画線修繕

合　　　　計 3,951,200

256,300

587,400

3,107,500

事　業　費

1日平均

25,897,132

令和4年度駐車台数 1日平均

110,873
(97,294)

304
(267)

48,647,733

南側ブロック塀を撤去

297,461
(245,540)

815
(673)

123,529,100
(97,517,800)

338,436
(267,172)

駐 車 台 数 使 用 料

(単位　台、円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

国・県支出金 市 債 そ の 他

48,647,733

　・主な修繕

事　業　概　要

屋外に設置された受変電設備機器
の更新

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

経年劣化により消えていた屋上区
画線の修繕

125,188
(108,415)

45,693,600
(39,571,600)

令和4年度使用料収入

令和4年度使用料収入 1日平均

(単位　台、円) 

使 用 料

令和4年度駐車台数

駐 車 台 数

1日平均
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・委託

○三島駅南口駐車場管理事業 円

　・委託

03款 諸支出金

 01項 繰出金  

  01目 一般会計繰出金  

56,000,000円

○一般会計繰出金の状況

　・中央駐車場は平成26年度の市債償還終了に伴い、引き続き一般会計に

　　繰出金を支出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　・三島駅南口駐車場の収支状況を鑑み、一般会計に繰出金を支出した。

円

草刈り業務委託 156,816
市営三島駅南口駐車場における草
刈り、清掃

56,000,000 56,000,000

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

(単位　　円) 

事　業　概　要

市営三島駅南口駐車場の管理、
駐車料金徴収等業務

三島観光案内所における回数駐車
券販売業務

事　業　名

三島駅南口駐車場管理
業務委託

三島駅南口駐車場使用料
徴収等業務委託

合　　　　計

事　業　名

中央駐車場施設設備等
保守業務委託

中央駐車場管理業務委託

合　　　　計

12,861,191

121,800

12,582,575

事　業　費

14,677,866

12,036,502

2,641,364

事　業　費

市営中央駐車場の各種設備の保守
業務

(単位　　円) 

21,954,521

市営中央駐車場駐車料金徴収及び
清掃等業務

事　業　概　要

16,500,000

39,500,000

-182-




